
 

平成２３年４月２７日 

財 務 省 東 北 財 務 局 

国土交通省東北地方整備局 

農林水産省東北農政局 

 

 

「平成 23 年東北地方太平洋沖地震」により被災した 

公共土木施設、農地・農業用施設等の災害査定を 

実施します   

 
平成２３年３月１１日の「平成 23 年東北地方太平洋沖地震」により東北地方

で大規模かつ広範囲にわたる災害が発生しました。  

これに伴い、被災した県や市町村などの地方公共団体が管理する河川・道路等

の公共土木施設や農地・農業用施設等について、当該地方公共団体から公共土木

施設災害復旧事業費国庫負担法並びに農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助

の暫定措置に関する法律に基づく申請を受け、国の担当官が被災現地に出向いて、

事業費を決定する災害査定を行います。  

災害査定には、主務省である国土交通省(本省、東北地方整備局)又は農林水産

省（本省、東北農政局）から災害査定官を派遣し、また、財務省東北財務局から

は財政を所管する立場から立会官を派遣しています。  
 
 

※ 査定件数 １，１１０件、査定日程：平成 23 年５月１０日（火）～ 

    （詳細は別紙のとおり） 

 

＜問合わせ先＞ 

【東北財務局】   （０２２）２６３－１１１１（代） 

理財部主計第一課長 菅原 高、上席主計実地監査官 赤沼 博 

 

【東北地方整備局】 （０２２）２２５－２１７１（代） 

企画部防災課長 熊谷順子、課長補佐 前田直久 

 

【東北農政局】   （０２２）２６３－１１１１（代） 

整備部防災課長 鎌田知也、災害査定官 伊東 豊 

お 知 ら せ



 

 

（別紙） 

 

○当面の災害査定日程 

県 名  査定件数 実施期間 査定か所 

宮城県 公共土木 ２６８件 5/10（火）～5/20（金） 白石市ほか 

公共土木 ７０５件 5/10（火）～6/3（金） 白河市ほか 
福島県 

農地等 ４０件 5/16（月）～5/20（金） 会津若松市ほか

仙台市 公共土木 ９７件 5/10（火）～5/27（金）  

 （４月２７日現在で確定しているものを記載しています。上記以降も、順次、

災害査定を実施して参ります。） 

 

 

※ 災害査定官：国土交通省及び東北地方整備局（公共土木施設） 

        農林水産省及び東北農政局（農地・農業用施設等） 

立会官  ：東北財務局 

申請者  ：県、市町村又は土地改良区等（農地・農業用施設等） 

 

 



平成２３年４月２７日 

東 北 財 務 局 

東 北 地 方 整 備 局 

宮 城 県 

 

「平成 23 年東北地方太平洋沖地震」に係る 

災害査定の取材について（お願い）  

 

平成２３年４月２７日にお知らせした「『平成２３年東北地方太平洋沖地震』により被

災した公共土木施設、農地・農業用施設等の災害査定を実施します」に係る取材につい

ては、次のとおり対応いたしますので、ご協力をお願いします。 

 

１．取材可能日時及び内容等 

＜概況説明＞ 

平成２３年５月１０日（火）１０：００～ 

  宮城県自治会館 ２Ｆ ２００及び２０１号室 

災害査定の前に、宮城県から査定官、立会官に概況を説明します。 

＜災害現地＞ 

平成２３年５月１０日（火）１１：３０頃～（現地での査定開始予定時刻） 

市道寺前線（白石市南町）における現地での査定状況（位置は別紙参照） 

 

２．査定時のお願い 

（１）今回の災害査定は被災箇所が極めて多く、大変厳しい日程となっております。円

滑に査定を行うため、上記日程以外の取材はご遠慮いただきますようお願いします。 

また、協議内容が判別できる撮影、録音はご遠慮ください。当日の取材は、宮城

県が対応しますので、査定官、立会官等への取材はご遠慮願います。 

 

（２）現地には、自動車で近くまで行くことは可能ですが、付近には駐車スペースはご

ざいません。取材者の降車後の速やかな自動車の移動について、十分配慮をお願い

します。 

 

（３）現地は、足元も悪いので、十分注意をお願いします。 

 

３．参考（査定スケジュール等） 

・査定の期間及び概要 

平成２３年５月１０日（火）～５月２０日（金） 

現地での査定及び机上での査定を実施 

 

４．問い合わせ窓口 

・現地等に関すること 

宮城県土木部砂防防災課 022-211-3175 

・その他に関すること 

公表文記載の問い合わせ先 

 

 

※ 上記日程等は状況により変更となる場合があります。 




	__マスコミ向け取材対応のお願い.pdf
	現地案内地図１.pdf
	__マスコミ公表（案　３者合同）１.pdf

